
　 印

記

新　築

地上階数 10階 地下階数 1階
申請部分
申請以外の部分
合計

申請棟数 １棟

　　　　５．構造計算適合性判定の結果を記載した通知書の交付者
財団法人　日本建築総合試験所　理事長　○○　○○

　　　　（注　意）　この証は、大切に保存しておいてください。

GBRC判定第１００５５５号
　　　　５．構造計算適合性判定の結果を記載した通知書の交付年月日

平成23年10月10日

　　　　３．確認を行った確認検査氏名
　　　　　○○　○○

　　　　４．構造計算適合性判定の結果を記載した通知書の番号

建築物の階数　　：
延べ面積 2.123.45　㎡

　　　0.00　㎡

工事種別　　　　　：
構造種別　　　　　：

事務所、飲食店舗

鉄骨造　一部 鉄骨鉄筋コンクリート造

　　　　　大阪府大阪市中央区○○町1丁目１－１01

　　　　２．建築物、建築設備若しくは工作物又はそ部分の概要
建築物の用途　　：

2.123.45　㎡

　　　　　下記による計画は、建築基準法第６条第１項（建築基準第6条の３第1項の規定により
　　　　読み替えて適用される同法第６条第1項）　の建築基準関係規定に適合していることを証明す
　　　　る。

　　　　１．建築場所、設置場所又は築造場所

平成　23　年　10　月　10　日

指定検査確認機関

代 表 取 締 役　○ ○　○ ○
株式会社　日本確認検査センター

確認済書

株式会社　 　○○○○

代表取締役　○○　○○ 第　　NK10-0205　　号

様式NK－１１

建築基準法第6条の2条1項の規定による

第十五号様式（第三条の四関係）



の　　分　　類 1　　　2　　　3　　　4

NK10-2050

受付印

平成　23.9.20

法第６条第１項

　第NK　　　　　　　 　号
  係員印

  ※手数料　　　㈱日本確認検査センター確認検査業務手数料規程参照
　　　　　　　　　（手数料請求先等）
　※受付欄 ※消防関係同意欄 ※決裁欄 　※確認番号欄

  係員印

平成　　年　　月　　日 　平成　　年　　月　　日

　第NK　　　　　　　 号

　　設計者氏名　　　　○○　　　○○　　　　　　　　 印

           株 式 会 社　○ ○ ○ ○
　    申請者　　　　　代表取締役　　○○　○○　　印

株式会社　○○○１級建築士事務所

　指定確認検査機関
　株式会社　 　○○○○
　代表取締役　○○　○○　　様

平成　23　年　9　月　20　日

　　　建築基準法第６条１項又は第６条の２第１項の規定による確認を申請します。この申請書及び
　び添付図書に記載の事項は、事実に相違ありません。
　　　なお、申請に当たっては、株式会社日本確認検査センターの確認検査業務約款を遵守します
　また確認検査業務手数料規定によることを承諾します。

様式NKー０１ （第二号様式に準ずる）

確認申請書　（建築物）
（第一面）



　大阪市北区○○町1-2-30
　06-6300-0000

　500-0001
　大阪市北区○○町1-2-30
　06-6300-0000

（一級）建築士　　（　大臣　）　登録第○○○○○○○号

（一級）建築士　　（　大臣　）　登録第○○○○○○○号
　○○　○○
　(一級）建築士事務所　（　大阪府　）　知事登録第　○-○○号
　株式会社　○○○１級建築士事務所

　　【ﾄ.作成又は確認した設計図書　　意匠図、設備図

　　意匠図、設備図　　【ﾄ.作成又は確認した設計図書

　○○　○○
　(一級）建築士事務所　（　大阪府　）　知事登録第　○-○○号
　株式会社　○○○１級建築士事務所
　500-0001

　　【ﾍ.電話番号】

　　【ﾊ.建築士事務所名】

　　【ﾆ.郵便番号】
　　【ﾎ.所在地】

　　【ｲ.資格】
　　【ﾛ.氏名】

　　【ﾆ.郵便番号】
　　【ﾎ.所在地】
　　【ﾍ.電話番号】

（その他の設計者）
　　【ｲ.資格】
　　【ﾛ.氏名】
　　【ﾊ.建築士事務所名】

　　【ﾄ.作成又は確認した設計図書　　意匠図、設備図、構造図

　株式会社　○○○１級建築士事務所
　500-0001
　大阪市北区○○町1-2-30
　06-6300-0000

（一級）建築士　　（　大臣　）　登録第○○○○○○○号
　○○　○○
　(一級）建築士事務所　（　大阪府　）　知事登録第　○-○○号

　　【ﾆ.郵便番号】
　　【ﾎ.所在地】
　　【ﾍ.電話番号】

（代表となる設計者）
　　【ｲ.資格】
　　【ﾛ.氏名】
　　【ﾊ.建築士事務所名】

　500-0001
　大阪市北区○○町1-2-30
　06-6300-0000

　【３．設計者】

　　【ﾊ.建築士事務所名】

（一級）建築士　　（　大臣　）　登録第○○○○○○○号
　○○　○○
　(一級）建築士事務所　（　大阪府　）　知事登録第　○-○○号
　株式会社　○○○１級建築士事務所

　　【ﾆ.所在地】
　　【ﾎ.電話番号】

　　【ﾆ.郵便番号】

　【２．代理者】
　　【ｲ.資格】
　　【ﾛ.氏名】

　　　株式会社　○○○○　代表取締役　○○　○○
　　　533-0006
　　　大阪市中央区○○町１丁目２番３号
　　　06-6329-2422

　　【ﾛ.氏名】
　　【ﾊ.郵便番号】
　　【ﾆ.住所】
　　【ﾎ.電話番号】

（第二面）
　　建築主等の概要

　【１．建築主】
　　【ｲ.氏名のﾌﾘｶﾞﾅ】 　　　ｶﾌﾞｼｷｶﾞｲｼｬ　○○○○○○○○○○○○○○



22.000ｍ

17.905ｍ

㎡
㎡

％

％

800.00 ％
100.00 ％

80.02%

1

　　（　　　 　7,100.10）（　　　　　　　　　　　）（　　 　7,100.10）㎡
　　（　　　  　　　　　　）（　　　　　　　　　　　）（　　　　 　　　　 ）㎡

　　（　　　  　　30.30）（　　　　　　　　　　　）（　　　　 　 30.30）
　　（　　　  　　         ）（　　　　　　　 　　　）（　　　  　 711.54）

　　（　　　  　　711.30）（　　　　　　　　　　　）（　　　　 711.50）㎡

　　　【ｲ.申請に係る建築物の数】

　　　【ﾛ.同一敷地内の他の建築物の数】

　　（　　　  　　        ）（　　　　　　　　　　　）（　　　　            ）

7130.40㎡

799.96%

　　（　　　申請部分　）（申請以外の部分）（　　　合計　　　）

　　　【ﾍ.延べ面積】

　　　【ﾄ.容積率】

　　【12.延べ面積】

　　　【ﾊ.共同住宅の供用
　　　　　の廊下等の部分
　　　【ﾆ.自動車車庫等の部分

　　　【ﾎ.住宅の部分】

　　　【ﾛ.建ぺい率】

　　【11.延べ面積】

　　　【ﾛ.地域の住宅の部分

　　【10.建築面積】 　　（　　　申請部分　）（申請以外の部分）（　　　合計　　　）
　　　【ｲ.建築面積】

　　【8.主要用途】

　　【9.工事種別】

　（区分　08470）事務所、飲食店舗

■新築　□増築　□改築　□移転　□用途変更　□大規模の修繕　□大規模の模様替

　　 【ﾍ.敷地に建築可能な延べ面積を敷地面積で除した数値】
　　 【ﾄ.敷地に建築可能な建築面積を敷地面積で除した数値】

　　　【ﾁ.備考】 　建築基準法第53条第５項第1号

　　　【ﾎ.敷地面積の合計　　（1）　　　　　　　889.15　㎡
　　（2）　　　　　　　　　　　 　㎡

　　 【ﾊ.建築基準法第52条第１項及び第２項の規定による建築物の容積率】
　　（　　　800.00）（　　　　　　　）（　　　　　　　）（　　　　　　　）

　　 【ﾆ.建築基準法第53条１項の規定による建築物の建ぺい率】
　　（　　　　80.00）（　　　　　　　）（　　　　　　　）（　　　　　　　）

　　　【ｲ.敷地面積】

（1）（　　889.15）（　　　　　　　）（　　　　　　　）（　　　　　　　）
2）（　　　　 　　）（　　　　　　　）（　　　　　　　）（　　　　　　　）

　　　【ﾛ.用途地域等】 　　（　商業地域）（　　　　　　　）（　　　　　　　）（　　　　　　　）

（第三面）

　　建築物及びその敷地に関する事項

　　【1.地名地番】 　　大阪市中央区○○町１丁目１－１０１

　　【2.住居表示】 　　大阪市中央区○○町１丁目１－１

　　【3.都市計画区域及び準都市計画区域の内外の別等
　■都市計画区域内（■市街地区域　□市街化調整区　□区域区分非設定

　□準都市計画区域内　　　　　　□都市計画区域及び準都市計画区域外

　　【4.防火地域】 　■防火地域　　□準防火地域　　□指定なし

　　【5.その他の区域、地域、地区又は街区】
　□法第22条区域　　□法第52条第7項適用区域

　　【6.道路】
　　　【ｲ.幅員】

　　　【ﾛ.敷地と接している部分の長さ

　　【7.敷地面積】



　 　【15.工事着手予定年月日】　　平成　23年　12月　　1日

　 　【16.工事完了予定年月日】　　平成　25年　　3月　31日

　 　【17.特定工程工事終了予定年月日】　　平成　　　年　　　月　　　　日

　 　【18.そのた必要な事項】　　

　 　【19.備考】　　

　　　【ﾎ.適用があるときは、特例の区分】

　　【14.許可・認定等】

　　　【ﾆ.建築基準法第５６条第７項の規定による特例の適用の有無】　　■有　　□無

■道路高さ制限不適用　■隣地高さ制限不適用　■北側高さ制限不適用

　　    （　　　　　　　　39.200  ）（                   　　　  ）ｍ
  地上（　　　　　　　　　　10　 ）（                   　　　  ）ｍ
　地下（　　　　　　　　　　　1   ）（                   　　　  ）ｍ
　鉄骨造　　　　一部　鉄骨鉄筋コンクリート造

　    　（申請に係る建築物　）（他の建築物　　　　　）
　　　【ｲ.最高の高さ】
　　　【ﾛ.階数】

　　　【ﾊ.構造】

　　【13.建築物の高さ等


